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２  所管事項の調査  

 

「移住施策の推進について」  
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京都府総合政策環境部地域政策室

令和６年４月閉会中政策環境建設常任委員会
～移住施策の推進について～

京都府の移住施策について



【 旧条例の内容 】

【特 徴】

京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例の概要
（令和４年４月１日施行）

○ 移住促進関連で都道府県唯一の条例を改正し､「移住促進特別区域」の指定可能エリアを拡大。

加えて､移住者のみならず､地域活性化の役割を担う関係人口も新たに支援対象として位置づけ

⇒市町村が「移住者受入・活躍応援計画」を作成した場合の支援を新設

○ 「移住促進特別区域」への支援措置を拡充

○ 「移住促進特別区域」の指定可能エリアの制限を緩和

○移住促進及び移住者等の活躍の推進に関する基本理念を明記

①多様化する移住ニーズへの対応

②住民との交流促進や共に活躍できる環境の整備

③地域の特性に応じた事業展開 等

○ 令和９年３月３１日までの時限条例 1

＜ねらい＞
近年の移住ニーズや働き方の多様化を受けて、様々なニーズに対応した移住を促進する
とともに、移住者や関係人口が地域社会の担い手として活躍できる地域づくりを推進する
ことにより、更なる地域の活性化を図る。

移住の促進のため、空家及び耕作放棄地等の活用並びに居住環境の保全に関
し、移住に係る経済的負担の軽減、空家の適切な管理等に関し必要な事項
を定める

【新条例の内容（R4～）】
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○田舎暮らし移住

＜暮らし方＞
農山漁村への田舎暮らし移住
（※住民票の移動が必須）

＜想定する職業＞
新規就農、農家家民宿経営、サラリーマンとして都市
部に通勤 等

＜住まい＞
空家バンク物件（一軒家）

＜支援策＞･･･移住(転居)時点での金銭的支援がメイン
・空家バンクの運営（物件の紹介）
・空家の改修費の補助
・移住支援金
・地域自治会等の受入体制づくりの支援 等

従来の移住

○多様なニーズに対応した移住

＜暮らし方＞
・地方都市の市街地への移住
・二地域居住等、移住しないまでも地域の担い手として地域と関わる
関係人口
（※住民票の移動がなくとも、地域の担い手となる場合対象）

＜想定する職業＞
起業創業、移住前の仕事をテレワークにて実施、サテライトオフィス
勤務、地域企業への就業、隣接地域への新規就農 等

＜住まい＞
空家バンク物件（一軒家）
＋アパート等の民間賃貸不動産 （※賃貸への支援は想定していない）

＜支援策＞･･･移住後の生活設計が可能となる受け皿づくり
・地域の特色（移住促進テーマ）を打ち出したプロモーション
・移住希望者と地域のマッチング強化
・市町村による仕事づくり、関係人口の取込みに対する支援

新たな移住

転居

農山漁村 都市部
(東京･大阪等)

追加

地方都市の市街地

転居

農業等、サラリーマン通勤 起業創業、テレワーク

関係人口

都市部
(東京･大阪等)

農山漁村
へ通う

2 2
2
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大阪圏

東京圏

ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ
大阪窓口

ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ
東京窓口

京都ファンミーティング開催
による京都好きコミュニティ

京都府
東京事務所

■海・森・お茶のDMOの取組

○地域体験活動の紹介
（パッケージツアー対応）

○交流・関係人口の拡大

▶平成18年 田舎暮らし移住（田園回帰）の支援スタート
「京の田舎ぐらし･ふるさとセンター」を（一社）京都府農業会議に設置、移住相談に対応し、地域の担い手確保の取組を開始

▶平成28年 「もうひとつの京都」スタート
広域的に地域のコンセプトを明確にした「海の京都」、「森の京都」、「お茶の京都」、「竹の里・乙訓」をエリア設定し、
京都のブランド力を生かしながら、地域の資源を磨き上げ、地域が一体となった観光地域づくりを開始

▶令和4年 「移住するなら京都」スタート
「京の田舎暮らしふるさとセンター」から「京都府移住センター」に名称変更し、情報発信拠点化。移住者だけではなく、大学生や
企業等も含めた関係人口へのサポートについての取組を開始

■情報発信拠点の取組

○窓口における相談対応

○移住・関係人口イベントの開催

〇移住・定住情報サイト運営

〇Youtube動画公開

〇SNS発信 など

もうひとつの京都を体験し関わる人を増やす取組

■各広域振興局の取組

○移住セミナー
〇移住体感ツアーの開催 等

京都市

情報発信拠点

075-441-6624
f-center@kyoto-iju.jp

京都府移住ｾﾝﾀｰ
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移住者数・移住相談者数の推移
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年度
H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

R元
(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4
(2022)

R5.12末
（2023)

移住相談者数
（市町村窓口含む）

1,824 2,395 4,506 4,916 5,434 7,262 7,163 8,673 5,020

移住者数 288 326 552 658 604 559 676 594 319

４



移住・定住へのフォローアップ強化について【京都府の取組】

市町村が移住促進特別区域内に設置する拠点において、移住促進や関係人口創出
と連動した地域づくりを行う場合、ハード整備や拠点を活用したソフト事業を支援

5

・先輩移住者ネットワークの構築（移住者等と地域をマッチングさせる核づくり）
・地域外の大学生や企業と交流を希望する地域との関わり強化（地域体験などを支援）

【移住者受入・活躍応援拠点の整備支援】

【アウトリーチ型マッチングの展開】

想定

パターン 拠点 移住者 関係人口、企業等 ソフト事業

起業・
創業

商店街内
空き店舗

・地域での起業希望者
・地域企業との連携希望者

・起業する地域を探し
ている者
・都市部大学生等

・起業者同士の勉強会
・地域企業とのコラボ
促進イベント

子育て 子育て交流
施設

・豊かな自然環境の中での
子育てを希望する家族

・子育て支援、教育事
業者、団体等

・地域の子育て世帯との
交流促進イベント
・周辺農村部を舞台とす
る自然体験イベント

新しい
働き方

コワーキング、
テレワーク
施設

・テレワーク移住者 ・ワーケーション､企業
研修で訪れる社員
・副業、兼業人材
・都市部企業、大学

・施設入居者同士の交流
イベント
・企業等研修の実施

移住促進特別区域を拡大（都市部、人口増加地域以外は取組可能）
＋移住者や関係人口が「活躍できる＝地域で交流できる」機会の創出

５



舞鶴市：
協働で持続可能な大浦を目指す移住
促進プロジェクト

豊栄

日ヶ谷

粟田

宮津市：
“まちいなか”エリアを核とした
「若者に選ばれる」まちづくり計画

高野

吉野

畑野
本梅

亀岡市：
レジリエントで持続可能な地域づくり計画

条例改正後の移住促進特別区域の指定等について【京都府の取組】

移住促進特別区域（右図の緑色地域）

＜指定済区域数 16市町村118地区＞

・丹後地域 32地区
・中丹地域 34地区
・南丹地域 37地区
・京都市･乙訓 ６地区
・山城地域 ９地区

応援計画策定地域（右図の太枠地域）

＜応援計画策定地域数 ９市11計画＞

・宮津市１計画、綾部市２計画（R４年度認定）

・南丹市１計画（R５年12月15日認定）

・福知山市１計画、舞鶴市２計画、亀岡市・京丹後市・
京丹波町・与謝野町１計画（R６年３月26日認定）

R6.3.26時点

R5移住関係支援事業等の状況

＜登録空家の件数＞

231件（内まちなか8件） R4：231件（内まちなか12件）

＜移住促進住宅整備事業＞

94件(内まちなか3件) R4：73件(内まちなか1件)

＜空家流動化促進事業＞
70件(内まちなか1件) R4：73件（内まちなか0件） ※農村振興課と共管で実施

中夜久野

綾部市：
都市農村交流体験プログラムを通じた
地域活性化（再生）計画

南丹市：
農のある暮らしを継承する
まちづくり計画

京丹波町：
地域資源・魅力を活用した関係人口
創出から繋げる移住促進計画

綾部市：
移住者等との協働による「水源の里」
ブランディング強化計画

京丹後市：
若者や女性など多様なプレイヤーによる地域活動活性化計画

舞鶴市：
住民が輝く持続可能な地域の形成計画

与謝野町：
道の駅「シルクのまちかや」
を拠点とした地域づくり計画

福知山市：
「いなか暮らし起業」を
実現できるまちづくり

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

溝谷

６



１ 目的

京都府内地域での観光×関係人口×移住のPRイベントをJR大阪駅にて
実施し、京都府内地域の情報を積極的に発信することにより、地域と関わり
たい方や移住希望者と府内地域で活躍する人との関係づくりを行うことで、
府内各地を訪れるきっかけを創出する。

２ 開催結果

日 時：令和５年９月３０日（土）１１時～１７時

場 所：グランフロント大阪北館地下２階（本会場）
JR大阪駅アトリウム広場（サテライト会場）

来場者数：1,237人
うち移住相談ブース利用者 延べ 122人

7

大阪圏在住者に対する京都府域への人材流入促進ＰＲ
～令和5年度「ALL KYOTO FES-京都とつながる１日-」～【京都府の取組】
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8

移住者検討者と地域住民・地域企業との関わりの創出
～令和5年度 お試し就業事業～ 【京都府の取組】

目 的

京都府への移住を検討している方や、これまで培ったスキルを用いて地域で
仕事をしたい（副業含む）と考える都市部住民の方に対し、府内企業や地域プ
ロジェクト等に継続的に関わることができるプログラムを提供することで、参
加者の移住や、関係人口となることの検討につなげるとともに、新たな働き方を提案
するプログラムを実施していることのPRを行うことによって更なる移住者の呼び込みを
目指す。

今年度17人の方が
現地プログラムに参加！
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＜実施スキーム図＞

１ 目 的
先輩移住者や地域活性化に取り組むキーパーソン等、地域プレーヤーによる受⼊ネットワークを整備し、当該受⼊ネットワークを核とした大学・企業

向けの地域体験プログラム等の研修コンテンツを開発し実施することにより、地域内で活動する関係人口の創出を行い、参加者の移住の検討につな
げるとともに、関係人口の取込による地域振興を目指す。

都市部
企業

地域企業

農家体験

地域団体・住民
・先輩移住者

フィールドワーク

地域側コンテンツ体験

地域企業

農家体験

地域団体・住民
・先輩移住者

フィールドワーク

地域側コンテンツ体験

森の京都エリア 海の京都エリア

DMO、京都府

大学コンソーシアム

大学 ゼミ学生

各利用者のニーズに沿った
地域体験型研修プログラムの提案

若い人材による地域貢献
プロフェッショナル人材からの知見

地域とのWin-Winな
関係の構築

プログラム参加者（ターゲット）

学生・
ゼミ

つなげる人（地域キーパーソン）

２ 実施内容

(1) 京都府・ＤＭＯと地域キー
パーソンが連携し、魅力ある
地域体験型研修プログラムを
開発

(2) 都市部の大学や企業等に対
して、(1)で開発したプログラ
ムを提案、試行実施

(3) 成果報告会において、(2）の
試行を通じた課題の洗い出
し・改良を実施

Ｒ４年度試行実施地域：
舞鶴市・宮津市

地域体験型研修プログラム
地域活動に関心のある学生・企業向けにそれぞれ地
域体験型ツアーコンテンツを開発・実施
（R5年度実績：計４回開催 参加者数 ２６名）

Ｒ５年度試行実施地域：
福知山市・綾部市

移住者検討者と地域住民・地域企業との関わりの創出
～令和5年度 アウトリーチ型マッチング 事業～ 【京都府の取組】
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首都圏在住者に対する京都府域の魅力発信、関係人口の創出促進
～令和5年度「京都ファンミーティング」～ 【京都府の取組】
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条例改正前

移住者

市町村・地域

条例改正後

市町村・地域

移住者 関係人口

商工会議所

銀行・信用金庫地域団体ネットワーク

更なる移住・定住の促進、移住者等と地域との関係づくりに向けて

交通事業者

ＤＭO

「それぞれのプレーヤーが連携して課題解決に
取り組む」ことに地域と共にチャレンジ
→次なる移住（＝活性化）につながる好循環を!

ビジネスとも連携

11

京都府（地域政策室・
農村振興課・各広域振興局）
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「移住するなら京都」の実現

引き続き、住民が「新しく訪れる移住者
や関係人口と地域づくりに取り組みたい」と
希望する地域と移住等希望者のマッチングを
進め、実現できるライフスタイルの種類を増
していく。

ご静聴ありがとうございました。
12

「移住先を探すなら京都で！」と言われる京都を目指す！
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